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はじめに 

 

「公共工事の品質確保の促進に関する法律」（以下「品確法」という。）が平成１７年４月１

日に施行され、また、当法律の第８条第１項に基づき、「公共工事の品質確保の促進に関する施

策を総合的に推進するための基本的な方針」（以下「基本方針」という。）が平成１７年８月２

６日に閣議決定され、公共調達（公共工事契約等）において、価格の安さだけでなく、品質（技

術力等）が総合的に優れた内容の契約がなされることが肝要である旨が、その基本理念で唱え

られている。 

本ガイドラインは、甲斐市が発注する建設工事について、「品確法」及び「基本方針」に基づ

き公共工事の品質確保を図っていくため、総合評価落札方式の試行に際してのガイドラインを

示したものである。 

なお、本ガイドラインの内容は、今後の活用結果等を踏まえ、改善を図って行く予定である。 
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１ 総合評価落札方式の概要  

 

公共工事に関しては厳しい財政事情の下、公共投資が減少している中で、その受注をめぐる

価格競争が激化し、著しい低価格による入札が増加するとともに、工事中の事故や手抜き工事

といった粗雑工事の増加や下請業者や労働者へのしわ寄せ等による公共工事の品質低下に対す

る懸念が高まっている。 

こうした背景を踏まえ、公共工事の品質の確保と向上を目的に平成１７年４月１日に施行さ

れた「公共工事の品質確保の促進に関する法律」では公共工事の品質は「経済性に配慮しつつ

価格以外の多様な要素をも考慮し、価格と品質が総合的に優れた内容の契約がなされることに

より確保されなければならない」と規定されており、公共工事の品質確保のための主要な取り

組みとして、総合評価落札方式の適用を掲げている。 

公共工事の品質確保を図るため、総合評価落札方式では発注者が競争参加者の技術的能力の

評価を適切に行うとともに、品質の向上に係る技術提案を求めるよう努め、落札者の決定にお

いては価格に加え、技術提案の優劣を総合的に評価することにより、最も評価の高い者を落札

者とすることが原則となる。 

総合評価落札方式の適用により、公共工事の施工に必要な技術的能力を有する者が施工する

こととなり、工事品質の確保や向上が図られ、工事目的物の性能の向上、長寿命化、維持修繕

費の縮減、施工不良の未然防止等による総合的なコストの縮減、交通渋滞対策、環境対策、事

業効果の早期発現等が効率的かつ適切に図られることにより、現在かつ将来の市民に利益がも

たらされることが期待される。 

また、民間企業が技術力競争を行うことによりモチベーションの向上が図られ、技術と経営

に優れた健全な建設業が育成されるほか、価格以外の多様な要素が考慮された競争が行われる

ことで談合が行われにくい環境が整備されることも期待される。 

 

 

 

 

 

 

価格 価格+品質 

総合評価 
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２ 総合評価落札方式の種類等 

    

 総合評価落札方式には、工事の特性（規模、技術的な工夫の余地など）に応じ市区町村向け

簡易型（特別簡易型）、簡易型、標準型及び高度技術提案型の種類があります。 

 

市区町村向け簡易型（特別簡易型） 

技術的な工夫の余地が小さい一般的で小規模な工事で、同種工事の施工実績や工事成績など

の評価項目と入札価格を総合的に評価する方式。 

 

簡易型 

技術的な工夫の余地が小さい一般的な工事で、簡易な施工計画、同種・類似工事の施工実績

や工事成績などの評価する方式。 

 

標準型 

技術的な工夫の余地が大きく施工上の工夫等一般的な技術提案を求めることが適切な工事に

適用される方式。 

 

高度技術提案型 

技術的な工夫の余地が大きい、高度な技術提案を要する工事に適用される方式。 
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３ 総合評価の対象工事の選定 

総合評価落札方式の実施にあたり適用する工事及び適用するタイプは次のとおりとし、当該 

工事の規模、技術的難易度、施工上の課題等（社会的要請、コスト縮減、工事目的物の性能、

機能の向上）を考慮して選定する。 

 

 (1) 工事規模と技術的難易度による適用タイプ 

（工事規模） 

 簡易型 

（20） 

【1 項目】 

簡易型 

（30） 

【2 項目】 

 特別簡易型（Ⅱ） 

（15） 

 

簡易型 

（20） 

【1 項目】 

 特別簡易型（Ⅰ） 

（10） 

          Ⅰ   Ⅱ   Ⅲ   Ⅳ   Ⅴ   Ⅵ 

                        （技術的難易度） 

 

（ ）内は、加算点の満点の目安 

【 】内は、求める施工計画の数 

 

 

総合評価方式を適用するタイプは、公共工事の特性（技術的な工夫の余地）に応じて、簡易

型（２０）、簡易型（３０）のいずれかの方式を選択する。なお、１億円未満の工事においては、

簡易型を選択することを基本とするが、上記の区分表により、特別簡易型（Ⅰ）、（Ⅱ）を適用

出来るものとする。ただし、災害本復旧工事等地域性や技術力、緊急性を考慮する場合は、金

額、難易度に関係無く、特別簡易型（Ⅰ）を適用するものとする。上記の区分表は、それぞれ

隣接する区分を適用することを妨げるものではない。 

1 億円 

5 千万円 

1 千万円 
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(2) 技術的難易度表 

工事区分別技術的難易度対応表（土木工事） 

事業分類 
工事区分（構造物分類・構造形

式・工法分類 
Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

1 河川 

  

河川堤防、河川護岸、床止め・

床固め、河川浚渫、維持管理 

易 やや難 難    

樋門・樋管、水路ﾄﾝﾈﾙ（推進工

法）、伏せ越し、揚排水機場 

 易 やや難 難   

堰・水門、水路ﾄﾝﾈﾙ（山岳ﾄﾝﾈ

ﾙ工法､ｼｰﾙﾄﾞ工法､開削工法） 

  易 やや難 難  

2 下水道 管渠（開削工法・推進工法）、

ﾎﾟﾝﾌﾟ場･処理場 

 易 やや難 難   

管渠（ｼｰﾙﾄﾞ工法､ﾄﾝﾈﾙ工法）   易 やや難 難  

3 砂防・治

山・地滑り 

  

流路工、治山ﾀﾞﾑ、維持管理 易 やや難 難    

砂防ﾀﾞﾑ､斜面対策､山腹工､急

傾斜地崩壊対策 

 易 やや難 難   

4 道路 舗装、道路付属施設、切土工、

盛土工、斜面安定・法面工、ｶ

ﾙﾊﾞｰﾄ工、擁壁工、排水工､情報

Box、ｼｪｯﾄﾞ､維持管理 

易 やや難 難    

共同溝(推進工法､開削工法)､

橋梁上部工､橋梁下部工､電線

共同溝･CAB､林道開設 

 易 やや難 難   

ﾄﾝﾈﾙ(山岳ﾄﾝﾈﾙ､ｼｰﾙﾄﾞ工法､開

削工法)､共同溝(ｼｰﾙﾄﾞ工法) 

  易 やや難 難  

ﾄﾝﾈﾙ(沈埋工法)    易 やや難 難 

5 公園  易 やや難 難    

6 農業農村

整備 

ほ場整備（暗渠）、畑地かんが

い（管路）ため池（維持管理）、

コンクリート二次製品水路 

易 やや難 難    

ほ場整備（区画整理）、畑地か

んがい（ﾌｧｰﾑﾎﾞﾝﾄﾞ･機場･自動

制御） 

 易 やや難 難   

ため池（堤体）   易 やや難 難  
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設備区分別技術的難易度対応表（土木工事に係る電気通信設備工事） 

設備区分 構造物分類 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

1 河川電気

通信設備 

河川本川､河川堤防､その他河

川一般 

易 やや難 難    

樋門･樋管､揚排水機場､堰 

 

 易 やや難 難   

2 砂防・地

滑り電気通

信設備 

砂防一般  易 やや難 難   

3 道路電気

通信設備 

道路附属施設､情報Ｂo x ､ｼｪｯ

ﾄﾞ､維持管理､その他道路一般 

易 やや難 難    

ﾄﾝﾈﾙ､電線共同溝･ＣＡＢ､地下

駐車場､ｱﾝﾀﾞｰﾊﾟｽ､地下道 

 易 やや難 難   

橋梁､共同溝   易 やや難 難  

4 公園電気

通信設備 

公園一般 易 やや難 難    

5 下 水 道 

電気・機械

設備 

電気設備、機械設備  易 やや難 難   

 

建物機能別技術的難易度対応表 

建物機能分類 建物例 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

1 簡易 倉庫､車庫等 易 やや難 難    

2 一般 庁舎、学校、体育館、研修

所、共同住宅、寄宿舎等 

 易 やや難 難   

3 特殊 美術館、図書館、病院、集

会場等 

  易 やや難 難 特に難 
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３-１ 総合評価方式の主な手順 

○ 総合評価落札方式の活用の適否 

                   ○ 工事の規模や技術的難易度により、特別簡易型 

簡易型の選定 

 

                   ○ 総合評価の種類による評価項目の設定、 

                    評価基準を定める 

 

                   ○ 加算点を定める 

 

                   ○ 工事の内容や仕様、場所、入札方法、 

                    技術提案等の提出を明示 

 

 

                    

                    

                    

 

                   ○ 提出された技術提案を審査 

 

                   ○ 技術提案の改善及び予定価格の作成 

                   ○ 技術評価点等の公表 

 

 

 

                    

                   ○ 総合評価による判定 

 

 

 

 

 

                   ○ 評価結果の公表 

 

                   ○ 入札及び契約の課程に関する苦情処理 

 

総合評価方式の適用を決定 

公 告 等 の 実 施 

入 札 の 実 施 

契 約 

評価項目の選定と評価基準の設定 

技 術 提 案 の 審 査 

開 札 ・ 総 合 評 価 

落 札 者 の 決 定 
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４ 甲斐市での総合評価落札方式の試行 

 

本市での試行における総合評価落札方式の種類は市区町村向け簡易型（特別簡易型）と簡易

型とし、一般競争入札及び指名競争入札で試行を実施します。 

また、原則として現行の入札・契約制度を準用し入札に関する詳細については、入札告示等

で定めます。 

今後、本ガイドラインに基づき試行される総合評価落札方式を検証し、実施方法等について

検討を行っていきます。 

公共工事の品質を確保するため、入札参加者の施工能力、社会性等と入札価格を総合的に評

価することが妥当であると認められる工事及びその他総合評価落札方式によることが適当であ

ると認められる工事に適用します。 

 

評価項目、評価基準の設定 

 

 選定した総合評価落札方式の種類ならびに工事の内容に応じて、評価項目の評価基準、加算

点や評価点の設定を行う。 

 総合評価落札方式の種類別、加算点の標準と設定範囲は次のとおりとし、個別工事ごとに設

定範囲内で加算点を決定する。 

 

総合評価の種類 加算点の標準 設 定 範 囲 

特別簡易型（Ⅰ） 10 点 10 点～20 点 

特別簡易型（Ⅱ） 15 点 10 点～20 点 

簡易型（Ⅰ） 20 点 20 点～30 点 

簡易型（Ⅱ） 30 点 20 点～30 点 
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４－１ 「簡易型」の施工計画に関する評価項目、評価方法 

  
施工計画で提案を求めるために設定する評価項目は、下表４項目から当該工事の特性や現

場条件などを踏まえて１～２項目を選択し、具体的な内容を設定します。 
 
(1) 評価項目 

評価対象 評価項目 

１ 工程管理に係わる技術的所見 左の評価対象から 1～2項目を選
択し、具体的な内容を設定する。 ２ 品質確保に係わる技術的所見 

３ 施工上の課題に係わる技術的所見 

４ 施工上配慮すべき事項 

 

番

号 

評価対象項目 個別留意事項 

1 工程管理に係わる項
目 

確実な工程管理を求める場合に適用する。 
「現道上での作業などであらかじめ作業時間が限
られている場合の工程管理」や「作業工程の工夫
により作業効率を向上させる場合の工程管理」な
どに設定事例がある。 
※先行する工事との工程調整などを求める場合は、
当該工事の工程表を示す必要がある。 
※「工期的に確実に工事を完成させる工程管
理・・・」などの評価項目は、工事実施において

当然順守すべき内容であることや不確定な要素を
前提としていることから、設定しない。 

2 品質確保に係わる項
目 

工事目的物の品質確保を求める場合に適用する。 

3 施工上の課題に係わ
る項目 

あらかじめ、施工上の課題が明らかになっている
場合で、その対処方法などの提案を求める場合に

適用する。 

4 施工上配慮すべき項
目 

現場外の対象物（通過車両、歩行者、地域住民、
周辺環境など）への配慮事項を求める場合に適用
する。 

 
(2) 評価基準 

評価基準 点数 

現場条件を踏まえ適切であり、重要な項目が記載され、工夫・配慮が
見られる。 

10 点 

現場条件を踏まえ適切であり、工夫・配慮が見られる。 5 点 

現場条件を踏まえ適切である。 0 点 

未記入、または不適切である。（欠格） 欠格 
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（３） 施工計画の作成方法 

施工計画は、設定された評価項目に対し、入札参加者の過去の工事経験等から、当該工事 

を施工する際に特に留意すべき事項について記述するものとする。 

（４） 施工計画の評価方法 

提案された施工計画の評価方法については、提案項目の特性を踏まえ、数値方式による定 

量的な評価方法、又は判定方式により施工計画の評価を行う。 

また、提案項目ごとに必要に応じて最低限の要求要件を設けて、この要求要件を満たしてい 

る場合のみに得点を与え、満たしていない場合には加点しない方法もある。 

① 数値方式 

提案について達成目標を数値化して求める方式で、提案された性能等の数値の達成度 

により、評価点を付与する方法。 

② 判定方式 

数値化が困難な評価項目の性能等に関して、評価基準のいずれに該当するかを判定す 

る方式。 

 

（５） 評価項目及び評価点 

評価点は評価の基準を参考に工事ごとに定める。 

簡易型における施工計画について項目毎の配点は、１０点、５点、０点とする。特に技術力

を評価する必要がある場合は、２０点、１５点、１０点、５点、０点とすることができる。 

共通項目について、共同企業体（ＪＶ）の場合は参加企業の全てを評価し、事故及び不誠実 

な行為の減点についても同様に参加企業の全てを評価する。 

評価項目のうち、入札参加要件となっている項目については、原則的には選択しない。 
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評価項目 

評価項目 評価基準 

施
工
計
画
（
簡
易
型
の
み
加
算
） 

 

1 工程管理に係わる技術的所見 

 

 

工程管理が適切であり、工程上重要な項目が記載されている 

工程管理が適切であり、工夫が見られる 

工程管理が適切である 

未記入である、または不適切である 

２ 材料の品質確保に 

    係わる技術的所見 

品質の確認方法、管理方法が現地条件を踏まえており適切で 

あり、重要な項目が記載されている 

品質の確認方法、管理方法が現地条件を踏まえており適切で 

あり、工夫が見られる 

品質の確認方法、管理方法が現地条件を踏まえており適切で 

ある 

未記入である、または不適切である 

３ 施工上の課題に 

    対する技術的所見 

 

課題に対して、現地条件を踏まえており的確であり、重要な 

項目が記載されている 

課題に対して、現地条件を踏まえており的確であり、工夫が 

見られる 

課題に対して、現地条件を踏まえており的確である 

未記入である、または不適切である 

2 施工上配慮すべき事項 

 

 

 

配慮事項が現地条件を踏まえており適切であり、重要な項目が記載されている 

配慮事項が現地条件を踏まえており適切であり、工夫が見られる 

配慮事項が現地条件を踏まえており適切である 

未記入である、または不適切である 

配
置
予
定
技
術
者
の
能
力 

         

3 主任（監理）技術者 

の有する資格 

1 級土木施工管理技士等または技術士等 

上記以外の工事施工等に係わる資格 

4 過去における同種 

工事の施工経験 

主任技術者（監理技術者)として、同種工事で実績あり 

担当技術者として、同種工事で実績あり 

その他 

5 優良工事技術者表彰 表彰の実績 あり 

表彰の実績 なし 

6 工事成績評定点の平均点 

 

75 点以上 

70 点以上 75 点未満 

70 点未満 （成績実績なし） 

企
業
の
施
工
実
績 

7 同種工事の施工実績 

 

甲斐市・県または国・公団等の同種工事の施工実績あり 

県内市町村・公営企業等の同種工事の施工実績あり  

その他 

8 工事成績での過去における成

績評定点の平均点 

80 点以上 

75 点以上 80 点未満 
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70 点以上 75 点未満 

70 点未満（成績実績なし） 

2 年間連続平均点が 60 点未満 または、前年度以降において５５点未満の工

事成績がある者 

9 過去３年間の優良工事表彰の

有無 

特別表彰 あり 

表彰 あり（特別表彰との重複はしない） 

表彰の実績 なし  

10 事故及び不誠実な行為 指名停止（3 ヶ月以上） 

指名停止（1 ヶ月以上 3ヶ月未満） 

指名停止（1 ヶ月未満）  

 11 品質管理・環境マネージメン

トシステムの取り組み状況 

ＩＳＯ９００１又は１４００１の認証を取得済み 

認証を未取得 

地
域
精
通
度 

12 地理的条件（企業） 

近隣地域での施工実績 

施工実績 あり 

施工実績 なし 

13 地理的条件（技術者） 

近隣地域での施工実績 

施工実績 あり 

施工実績 なし 

地
域
貢
献
度 

14 災害協定の締結 協定の締結 あり 

協定の締結 なし 

15 ボランティア活動の実績 活動実績 あり 

活動実績 なし 

16 甲斐市消防団への入団者 

（従業員） 

入団者 あり 

入団者 なし 

企

業

の

取

組 

17 若手技術者の育成 国家資格を有する若手技術者を配置予定技術者又は担当技術者とし 

て配置 あり 

国家資格を有しない若手技術者を担当技術者として配置 あり 

若手技術者を担当技術者として配置 なし 

18 技能者の登録 建設キャリアアップシステムへ企業と技能者の 登録あり 

登録なし 

入札参加関係資料等にて詳細は指示します。 
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５ 落札候補者落札者の決定方法 

 

入札価格が予定価格の範囲内にあるもののうち、評価値の最も高いものを落札者とすること 

で、「価格」と「価格以外の要素」を総合評価する。また評価値の算出方法は除算方式とする。 

 

技術評価の「標準点」を１００点とし、総合評価落札方式のタイプ別、加算点の範囲内で必

要に応じて工事ごとに定める。 

「加算点」の算出方法は、企業の技術力及び企業の信頼性社会性の評価項目ごとに評価をお

こなった結果、評価項目ごとの得点合計の最高の者に工事ごとに定めた満点を与え、他の者は

それぞれの「評価点数の合計値」に応じ按分して求められる点数を「加算点」として与える。 

 

加算点＝（評価点数の合計値／評価項目ごとの得点合計の最高点数） × 満点 

 

価格と価格以外の要素がもたらす総合評価は、入札参加者の「標準点」と、上記によって得

られる「加算点」の合計を、当該入札者の入札価格で除して得た評価値をもって行う。 

 

評価値＝「（標準点＋加算点）／入札価格 」×100,000,000 

 

除算方式の計算例（参考） 

標準点（基礎点） （ａ） 100  

評価点の満点   （ｂ） 30  

加算点の満点   （ｃ） 10  

入札者名 Ａ社 Ｂ社 Ｃ社 

評価点 （ｄ） 28 14 22 

加算点 

（ｅ）＝（ｃ）×（ｄ）／（ｄmax） 
10.0 5.0 7.9 

技術評価点 

（ｆ）＝（ａ）＋（ｅ） 
110.0 105.0 107.9 

     ※〈技術評価点〉＝〈標準点＋加算点〉 

 

落札者決定基準について、入札参加者は「価格」及び、「企業の技術力」、「企業の信頼性、社

会性」をもって入札に参加し、次の①②及び③の要件に該当する者のうち、落札者の決定方法

によって得られた数値（以下「評価値」という。）の最も高い者を落札者とする。 

 

ただし、落札者となるべき者の入札価格によっては、その者により当該契約の内容に適合し

た履行がなされないおそれがあると認められるとき、又はその者と契約を締結することが公正
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な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあって、著しく不適当であると認められるときは、予

定価格の制限の範囲で発注者の定める最低限の要求要件を全て満たして入札した他の者のうち、

評価値の最も高い者を落札者とすることがある。 

 

① 入札価格が予定価格の制限の範囲内であること。 

② 評価値が、標準点を予定価格で除した数値（「基準評価値」）に対して下回らないこと。 

 

③ 入札金額が調査基準価格を下回った者は次の要件を満たしていること。 

③－１評価点数の合計が参加者全員の平均点の２分の１を下回らないこと。 

③－２甲斐市低入札価格調査実施要領（平成 16 年甲斐市訓令第 77 号。）に基づく調査をし、

その結果、適合した履行がされると認められること。 

 

 

６ 学識経験者からの意見聴取 

 

意見聴取の目的 

 

地方自治法施行令第１６７条の１０の２第４項の規定に基づき、総合評価落札方式での恣意

的な判断を排除し、技術的な見地ばかりではなく、客観的な見地から「学識経験を有する者」

からの意見聴取を行う。 

 

意見聴取の時期 

 

①総合評価落札方式の落札者決定基準を定めようとするとき。 

②総合評価落札方式による落札者の決定しようとするとき。（①のとき、学識経験者が必要と

した場合） 

 

総合評価落札方式における標準的な手順に従い、落札者決定基準について意見聴取を行う。 

上記以外のときにも、必要に応じ意見聴取を行うことができるものとする。 

 

意見聴取の方法 

 

総合評価落札方式における学識経験者による意見聴取については、２名以上の学識経験者よ

り、直接の意見聴取を原則とする。 

直接の意見聴取を原則とするが、緊急等のやむを得ない場合には、電話、ファックス、電子

メール等の通信手段により、意見聴取することもできるものとする。 
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７ その他 

 

情報公開 

手続の透明性・公平性を確保するため、入札の評価に関する基準及び落札者の決定方法につ

いては、あらかじめ入札説明書等において明らかにする。 

 

入札前 

総合評価落札方式の適用工事では、公告又は入札説明書等において以下の事項を明記する。 

・総合評価落札方式の適用の旨 

・入札の評価に関する基準（評価項目、評価基準及びその得点配分） 

・総合評価の方法及び落札者の決定方法 

・技術提案等が履行できなかった場合の措置 

 

入札後 

落札者決定後、参加者の総合評価に関する審査結果を公表する。 

・公表する内容は様式に従い、参加者の各評価項目の技術評価点数、加算点、入札金額、入

札の有無、失格基準の合否及び総合評価値とする。 

 

苦情処理 

・入札参加資格について、技術資料等の審査により、参加資格がないと認められた者から、

苦情の申し立て又は説明要求があった場合には、その理由等について回答する。申し立て又

は説明要求があった場合には、その理由等について回答する。 


